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大分市営陸上競技場及び津留運動公園有料公園施設指定管理者募集要項 

 

大分市営陸上競技場及び津留運動公園有料公園施設（以下「管理施設」という。）は、市民のスポ

ーツ及びレクリエーション等に供することを目的に設置され、各種競技会や大会さらに日々の練習

会場やレクリエーションの場として利用されています。 

今般、管理施設の設置目的をより効率的かつ、効果的に達成するため、第６期目の指定管理者を

次のとおり募集することといたしました。 

 

１． 施設の概要 

◆名   称   大分市営陸上競技場 

〇所 在 地  大分市西浜 1番 1号 

〇開設年月日 昭和 40年 7月 1日 

〇敷地面積  ・メインスタンド（鉄筋コンクリート４Ｆ）・・・・5,212㎡ 

          ・トラック・フィールド・・・・・・・・・・・・19,657㎡ 

          ・芝生スタンド・・・・・・・・・・・・・・・・ 5,036㎡ 

〇規  模  ・トラック（400ｍ 9レーン） 

        ・芝生（69.5×105ｍ） 

        ・その他フィールド（6,967㎡） 

〇仕  上  第２種公認競技場 全天候型（ウレタン系樹脂）舗装 

〇収容人数  メインスタンド・・・・・・・4,443人 

        芝生スタンド・・・・・・・ 11,500人 

        身障者席・・・・・・・・・・・146席 

〇施設内容  ・トラック  １周 400ｍ 9レーン 

 〇付  設  ・練習用サブトラック（2.55ｍ×100ｍ） 

 〇付属施設  ・１階・・・会議室(5) トレーニングルーム シャワールーム 

事務室 医務室 更衣室 器具庫 

        ・２階・・・雨天練習場（60ｍ×3レーン）貴賓室 会議室(3) 

・３階・・・休憩室 倉庫 

・４階・・・放送室 写真判定室 指令室 

・その他・・・聖火台 屋外夜間照明 4基 

 〇駐 車 場    約 200台 

 

◆名   称   津留運動公園有料公園施設 自由広場（野球場） 

〇所 在 地  大分市西浜 1番 

〇設 置 年   昭和 38年 3月 

〇面  積  10,100㎡ 外野部分は天然芝 

        （東球場 右翼 88ｍ 左翼 107ｍ・西球場 右翼 91ｍ 左翼 115ｍ） 
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〇付属設備  バックネット 2基 ダッグアウト 4基 本部席２か所 照明塔 8基 

      

◆名   称   津留運動公園有料公園施設 テニスコート 

〇所 在 地  大分市西浜 1番 

〇設 置 年  昭和 59年 3月 

〇面  積  2,832㎡ 砂入り人工芝 4コート 

〇付属設備  管理棟 50㎡ 屋外夜間照明 24灯 

     

２．指定管理者が行う管理の基準 

（1）関係法令及び条例を遵守し、適正な管理を行うこと。 

（2）平等な利用を確保し、公平かつ適切なサービスの提供を行うこと。  

（3）施設及び設備の安全な維持管理を適切に行うこと。  

（4）業務に関連して取得した個人に関する情報を適正に取り扱うこと。  

（5）その他市長が必要と認める事項。 

 

３．指定管理者が行う業務の範囲 

（1） 指定管理者が行う業務 

① 管理施設の使用許可に関する業務 

② 管理施設の使用に係る利用料金の徴収に関する業務 

③ 管理施設の施設及び設備の維持管理に関する業務 

④ 管理施設の利用促進及び、スポーツの振興を図る業務 

⑤ その他管理施設の管理に関して市長が必要と認める業務 

 

（2） 留意事項 

① 業務内容の詳細については、募集要項に添付する大分市営陸上競技場及び津留運動公園有

料公園施設管理運営業務仕様書（以下「仕様書」という。）を参照してください。 

② 管理運営業務の全部を第三者に委託し、又は請け負わせることはできません。 

ただし、業務の一部について、書面により市長の承認を受けた上で、専門の事業者に委託す

ることは可能です。また、委託を受けた第三者がさらに他の事業者に業務を委託する場合

（再々委託）も、書面による市長の承認が必要です。 

③ 大分市営陸上競技場及び津留運動公園有料公園施設管理運営業務報告書等により、指定管

理者の業務が基準を満たしていないと判断した場合は、指示等を行い、改善が見られないとき

は、指定を取り消すことがあります。 

 

 

 

 

 



3 

４．目標指標 

（指標１）年間利用者数  ２１５，０００人 

（指標２）利用者満足度 

アンケートの以下の項目について『とても満足』と『満足』の回答の合計           

清掃・安全管理 ８０％以上 

施設整備 ８０％以上 

職員の対応 ９０％以上 

※ 上記指標は、管理施設の管理運営業務に関して、本市が目標設定したものです。  

※ アンケートについては、「大分市営陸上競技場及び津留運動公園有料公園施設利用者アンケ

ート（例）」（様式８）を参考に、常時又は定期的（同一年度内に２回以上）に実施すること

とする。 

 

５．指定期間 

 令和９年４月１日から令和１４年３月３１日までの５年間 

 

６．管理に要する経費等 

（1） 利用料金収入等の取扱い 

管理施設の管理運営については、その利用に係る料金を指定管理者が自らの収入として収受

する「利用料金制」を採用します。 

利用料金については、条例で定める使用料の金額の範囲で、市長の承認を得て、指定管理者

が定めることができます。また、利用料金以外の事業等に係る料金については、市長の承認を

得て、指定管理者が定め、収入とすることができます。 

なお、市が条例で規定する使用料については、別紙（「大分市営陸上競技場条例」及び「大分

市都市公園条例」）（募集要項別紙１）を参照してください。 

※消費税の引き上げが行われた場合またはその他の理由による条例の改正により、使用料の

変更が生じる可能性があります。 

 

（2） 施設利用等に係る審査及び処分の基準 

指定管理者は、市長の承認を得て、施設の使用の許可に係る審査基準及び標準処理期間、利

用料金に係る減免基準・還付基準及び標準処理期間並びに許可の取消し等に係る処分基準を定

めるものとします。 

 なお、現行の審査基準等は、別紙（募集要項別紙２）のとおりです。 

 

（3） 指定管理料 

     適正に算出された本施設の管理運営経費の合計金額から、事業提案に基づき事業が実施さ

れた場合に想定される当該利用料金収入等を差し引いた額（自主事業分を含む。）を指定管理

料として本市が指定管理者に支払うものとします。 

               指定管理料＝管理運営経費―利用料金収入等  
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     なお、指定管理料は、毎年度、予算の範囲内で、本市と指定管理者が協議の上、決定するも

のとします。 

     ただし、施設全体の光熱水費は、指定管理者の負担とします。 

※指定管理料の参考額（消費税影響額含む） 

   令和４年度  指定管理料   ６０，０００，０００円 

   令和５年度  指定管理料   ６０，０００，０００円 

   令和６年度  指定管理料   ６０，０００，０００円 

   令和７年度  指定管理料   ６０，０００，０００円 

   令和８年度  指定管理料   ６０，０００，０００円 

    

指定管理期間５年間の合計  ３００，０００，０００円 

 

また、本市のこれまでの指定管理者制度の運用では、指定期間中の賃金水準の変動に伴う

人件費の増減については、あらかじめ事業者が変動リスクを想定した上で、施設の安定的か

つ継続的な運営が可能な経費を提案しているものとして、指定管理料に反映することはして

いませんでした。 

しかしながら、近年は、指定管理者の当初の想定を大きく上回る最低賃金や労務単価の上

昇が続いており、指定期間中の変動予測を立てることが困難な状況となっています。 

このことを踏まえ、指定管理者の健全経営を通じた施設の適切な運営管理や、業務の適正

な履行の確保、また、公募時における民間事業者等の参入リスクの低減を目的に、賃金水準の

変動に応じて、指定期間２年目以降の指定管理料を変更する仕組み（以下「賃金スライド制

度」という。）を導入します。 

賃金スライド制度の運用にあたっての基本的な考え方や、事務手続きの流れ、内容等につ

いては、別紙（「大分市指定管理者制度における賃金スライド制度運用の手引き」）（募集要項

別紙３）のとおりです。 

 

（4） 指定管理料の支払い 

事業年度（４月１日から翌年３月３１日まで）ごとに指定管理料を決定し、その指定管理料を

支払います。なお、支払金額及び方法等は、協定書に定めます。  

 

（5） 区分会計の独立と管理口座 

指定管理者は、指定管理者の業務に係る会計帳簿類及び経理規定を設けるとともに、収入及び

経費については、独立した別の口座で管理してください。 

また、他の「公の施設」の指定も受ける場合は、原則として 1施設 1口座とし、他の「公の施

設」の管理口座とは別の口座で管理してください。 

 

（6） 消費税について 

指定管理料及び利用料金は、消費税及び地方消費税の課税対象となります。 
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（7） 施設等の修繕について 

施設又は設備が毀損した場合の修繕料は、指定管理者の負担とします。 

ただし、大規模修繕等（５０万円を超えると市長が認めるもの）は、事業計画において提示の

あった金額を参考に、修繕等の内容を精査のうえ、毎年度に予算の範囲内で市が修繕等を行うこ

ととし、修繕等の実施時期は、指定管理者との協議により決定します。 

 

（8） 備品等について 

備品等の管理、購入その他の取扱いについては、募集要項及び「大分市営陸上競技場及び津留

運動公園有料公園施設の指定管理に関する基本協定書（案）」（様式１２）に定めるところによる

ものとします。 

 

７．指定管理者の応募資格等 

（1） 応募資格 

① 応募者は、法人その他の団体（以下「団体等」という。）又は複数の団体等により構成され 

た共同事業体等（以下「共同事業体等」という。）であって、指定期間中、安全かつ円滑に管

理施設の管理運営を行うことができる団体等とします。 

② 応募者（共同事業体等の場合は代表構成員である団体等をいう。）は、申請時において大分

市内に事務所又は事業所を置き、又は指定管理期間開始までに大分市内に事務所又は事業

所を置こうとする団体等でなければなりません。 

  

（2） 共同事業体等の応募について 

① 共同事業体等で応募する場合は、応募時に共同事業体等を結成することとします。 

② 構成員の中から代表構成員を定めてください。 

③ 協定書の締結に当たっては、共同事業体等の構成員全てを協定の当事者とします。 

④ 選定後の協議は、代表構成員を中心に行いますが、協定書に関する責任は、共同事業体等の

構成員の全てが負うことになります。 

 

（3） 複数応募の禁止 

①  単独で応募した団体等は、共同事業体等で応募することはできません。 

②  共同事業体等で応募した団体等は、他の共同事業体等の構成員となることはできません。 

 

（4） 共同事業体等の構成員の変更 

共同事業体等で応募した場合、その構成員の変更は、原則として認めません。 

 

（5） 欠格条項 

次に該当する団体等（共同事業体等の構成員である団体等を含む。）は、応募者となることがで

きません。 
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①  地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16号）第 167条の 4の規定に該当する団体等 

②  地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 244条の 2第 11 項の規定により、本市又は他の地

方公共団体から指定管理者の指定を取り消され、2 年（他の地方公共団体から取り消された

場合は、1年）を経過しない団体等 

③  大分市建設工事等に係る指名停止等の措置に関する要領（平成 12 年大分市告示第 477 号）

又は大分市物品等供給契約に係る指名停止等の措置に関する要領（平成 21 年大分市告示第

553号）に基づく指名停止措置期間中である団体等 

④  会社更生法（平成 14年法律第 154 号）、民事再生法（平成 11年法律第 225 号）等に基づく

再生手続等を行っている団体等又は銀行取引停止、主要取引先からの取引停止等の事実があ

り、客観的に経営状況が不健全であると判断される団体等 

⑤  法人市民税、法人事業所税、消費税及び地方消費税について、過去 1年間に滞納がある団体

等 

⑥  指定を請負とみなした場合に、地方自治法第 92 条の 2、第 142 条（同法第 166 条第 2 項に

おいて準用する場合を含む。）又は第 180 条の 5第 6 項の規定に抵触する本市の議員、市長、

副市長、委員会の委員長又は委員が支配人、無限責任社員、取締役、監査役若しくはこれら

に準ずべき地位に就任している団体等（本市が資本金その他これに準ずるものを出資してい

る団体等を除く。） 

⑦ 団体等が次のいずれかに該当するとき。 

Ⅰ  役員等（役員及び支配人、支店及び営業所の代表者その他実質的にその経営に関与して

いる者をいう。以下同じ。）が、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成

３年法律第７７号。以下「暴力団対策法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員（以

下「暴力団員」という。）であると認められるとき。 

Ⅱ  暴力団（暴力団対策法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員

が経営に実質的に関与していると認められるとき。 

Ⅲ  役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加え

る目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められるとき。 

Ⅳ  役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接

的あるいは積極的に暴力団の維持若しくは運営に協力し、又は関与していると認められる

とき。 

Ⅴ  役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められ

るとき。 

（注）指定申請時点で、欠格条項に該当しなかった団体等が、以後、欠格条項に該当することとなっ

た場合は、指定管理者の指定を行わず、又は指定の取消し等を行うことがあります。 

 

８．指定管理者が果たすべき責任 

（1） 法令等の遵守 

指定管理者は、施設の管理に当たっては、次に掲げる法令を遵守しなければなりません。 

①  地方自治法、地方自治法施行令その他行政関連法規 
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②  大分市営陸上競技場条例、大分市営陸上競技場条例施行規則、大分市都市公園条例（昭和 38

年 3月 10日大分市条例第 49号）、大分市都市公園条例施行規則（昭和 60年 3月 30日規則第

16号） 

③ 大分市情報公開条例（平成 16 年大分市条例第 3号）大分市暴力団排除条例（平成 23年大分

市条例第 19号） 

④ 大分市一人ひとりが互いの人権を尊重し合う社会づくり条例（令和 8年大分市条例第 1号） 

⑤ 労働基準法（昭和 22年法律第 49 号）、労働安全衛生法（昭和 47 年法律第 57 号）、最低賃金

法（昭和 34年法律第 137号）ほか労働関係法規 

⑥ 個人情報の保護に関する法律（平成 15年法律第 57号） 

⑦  その他関係法令等 

 

（2） 安全管理 

 指定管理者は、安全管理の徹底のため、法令等を遵守した対応マニュアル（「安全管理マニュ

アル」「カスタマーハラスメント対応マニュアル」）を作成し、従事者に周知徹底を図り、安全対

策に万全を期さなければなりません。 

 

（3） 個人情報の保護   

指定管理者が施設の管理を行うに当たり、個人情報を取り扱う場合は、その取り扱いに十分

留意し、漏洩、滅失及び毀損の防止その他の個人情報の適切な管理に努め、個人情報を保護する

ために指定管理者の保有する個人情報の安全管理のための措置に関する規程を定める等必要な

措置を講じなければなりません。 

個人情報の漏洩等の行為に対しては、個人情報の保護に関する法律（平成 15年法律第 57号）

に基づく罰則が適用されます。 

 

（4） 情報公開 

指定管理者が管理を行うに当たり作成し、又は取得した文書等で指定管理者が管理している

ものの公開については、別途指定管理者において規程を定めるなど適正な情報公開に努めなけ

ればなりません。 

 

（5） 一人ひとりが互いの人権を尊重し合う社会づくり 

指定管理者は、顧客や従業員等、事業活動に関わるすべての人の人権を尊重するとともに、事

業活動を行う際には、人権に対する配慮を念頭に置いて取り組むよう努めなければなりません。 

また、市が実施する人権に関する講演会や研修会、啓発活動等に積極的に参加・協力するよう

努めなければなりません。 

 

（6） 文書の管理・保存 

指定管理者が業務に伴い作成し、又は受領する文書等は、大分市文書規程等に基づいて、別

途指定管理者において規程等を定め、適正に管理・保存しなければなりません。また、指定期間
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終了時に、本市の指示に従って引き渡さなければなりません。 

 

（7） 守秘義務 

指定管理者及びその従事者は、施設の管理を行うに当たり、業務上知り得た内容を第三者に

漏らしたり、自己の利益のために使用してはいけません。指定管理者の指定期間が終了した後

又は従事者がその職を退いた後においても同様とします。 

 

（8） 災害対応業務 

災害時に、本施設が避難所等として使用される場合、指定管理者は本市の指示に従い、管理

運営業務の全部又は一部を速やかに停止するとともに、避難所等の運営業務について本市に協

力しなければならない。 

 

９．募集要項の配布期間、現地説明会等 

（1） 募集要項等配布 

配布期間：令和８年８月３日（月）から令和８年８月２７日（木）まで 

    （ただし、窓口での配布は土曜・日曜を除く。） 

配布時間：午前８時３０分から午後５時１５分まで 

配布場所：大分市荷揚町２番３１号 大分市企画部 スポーツ振興課（本庁舎５階） 

    募集要項等は、大分市ホームページからもダウンロードできます。 

 

（2） 現地説明会 

開催日時：令和８年８月３１日（月）午後２時から 

開催場所：大分市西浜１番１号 大分市営陸上競技場 

参加申込：参加される場合は、令和８年８月２６日（水）午後５時１５分までに「大分市営

陸上競技場及び津留運動公園有料公園施設指定管理者に係る現地説明会参加申込

書」（様式９）により、大分市企画部 スポーツ振興課に申し込んでください。 

なお、申し込み状況によっては、参加人数を制限する場合があります。 

申込方法：持参、郵送、ファクシミリ、電子メール（２０．問合せ先参照） 

※電話での申し込みは、受け付けません。 

 

（3） 募集要項等に関する質問書の受付 

募集要項等の内容に関する質問を「大分市営陸上競技場及び津留運動公園有料公園施設指

定管理者募集要項等に関する質問書」（様式１０）により、次のとおり受け付けます。 

質問に対する回答は、応募者間の公平を期すため、大分市ホームページにて原則公表しま

す。（質問者の氏名等個人情報は標記しません。） 

質問書受付期限（初回）：令和８年８月１２日（水）午後５時１５分 

質問書受付期限（最終）：令和８年９月 ７日（月）午後５時１５分 

質 問 書 提 出 場 所：大分市荷揚町２番３１号 大分市企画部 スポーツ振興課 



9 

提 出 方 法：持参、郵送、ファクシミリ、電子メール（２０．問合せ先参照） 

※電話でのご質問は、受け付けません。 

 

１０．指定申請書等の提出 

（1） 提出書類 

書  類  名 備  考 

①指定管理者指定申請書 

※「大分市営陸上競技場指定管理者指定申請書」

及び指定公園又は有料公園施設指定管理者指定

申請書をそれぞれ提出すること。 

様式１ 

②管理運営事業計画書（９年度～１３年度） 様式２ 

③管理運営収支予算書（９年度～１３年度） 様式３ 

④賃金スライド制度の対象となる人件費に関す

る計画書 

様式４ 

⑤応募資格がある旨の誓約書 様式５ 

⑥定款又は寄附行為及び登記事項証明書の謄本 

（法人以外の団体は、これらに相当する書類） 

 

⑦指定申請の日の属する事業年度の前事業年度

における団体等の財産目録及び貸借対照表、

損益計算書等の財務諸表 

指定申請の日の属する事業年

度に設立された団体等にあっ

ては、その設立時における財産

目録 

⑧指定申請の日の属する事業年度及び当該事業

年度の翌年度事業における団体等の事業計

画書及び損益計算書又は収支予算書 

 

⑨団体等の組織及び運営に関する事項を記載し

た書類 

設立趣旨、従事者数、資本金の

額その他経営規模等 

⑩団体等が現に行っている業務の概要を記載し

た書類 

事業内容等 

⑪税の滞納がないことを証明するもの 

（国・県・市税納税証明書又は非課税証明書） 

令和７年度・８年度分証明書

（課税対象区分令和６年及び

７年分） 

⑫労働者災害保険に加入していることを証する

書類（写し） 

従事者を雇用していない事業

者は除く。 

⑬大分市暴力団排除条例に基づく、暴力団等で

ない旨の誓約書及び役員名簿 

誓約書  様式６ 

役員名簿 様式７ 

⑬その他市長等が必要と認める書類  
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（2） 提出期間： 令和８年９月１４日（月）から令和８年９月２８日（月）まで 

        （土曜・日曜・祝日を除く。） 

※受付時間は、午前８時３０分から午後５時１５分までとします。 

※提出期限後の変更及び追加は、認めません。 

 

（3） 提出場所： 大分市荷揚町２番３１号 大分市企画部 スポーツ振興課 

 

（4） 提出方法： 指定申請書等 11部（正本 1部、副本 10部）を上記に定める提出場所に持参し、 

又は郵送してください。 

提出は上記方法に限り、ファクシミリ等による提出は受理しません。要求した内 

容以外の書類、図面等についても受理しません。 

 

（5） 提出に当たっての留意事項 

① 提出書類の変更の禁止 

提出された書類の内容を変更することはできません。（軽微な変更を除く。） 

② 提出書類の取扱い 

提出書類の著作権は、申請者に帰属します。ただし、本市は指定管理者の決定の公表等必要 

な場合は、提出書類の内容を無償で使用できるものとします。 

なお、提出書類は、理由の如何にかかわらず返却しません。 

③ 申請の辞退 

申請書類を提出した後に辞退する場合は、「大分市営陸上競技場及び津留運動公園有料公園

施設指定管理者申請辞退届」（様式１１）を提出してください。 

④ 提出書類の使用言語 

提出書類の作成に当たっては、日本語を使用してください。 

⑤ 虚偽の記載をした場合の無効 

申請書類に虚偽の記載があった場合は、失格とします。 

⑥ 個別接触の禁止 

大分市営陸上競技場及び津留運動公園有料公園施設指定管理予定者選定等委員会の委員、本

市の職員その他本件関係者に対する本件申請についての個別接触を禁止します。 

⑦ 情報公開 

提出書類は、大分市情報公開条例の規定に基づき公開することがあります。 

⑧ 追加資料の提出 

本市が必要と認める場合は、追加資料の提出を求めることがあります。 

⑨ 応募に関する費用負担 

応募に際して必要な費用は、応募者負担とします。 
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１１．応募者による提案 

応募者は、次に掲げる事項について、事業計画書により提案することとします。 

（1） 施設の設置目的等を踏まえた管理運営の基本的な考え方等 

（2） 施設の管理運営に関する達成目標（本市が設定した目標指標に対するもの及び応募者が独自

に掲げる具体的な目標数値等） 

（3） 利用者サービスの向上及び施設の利用促進についての考え方等 

① 利用者サービスを向上させるための具体的な方策 

利用時間、休館日、利用料金等の変更、利用者の要望の把握方法等 

② 利用者増のための考え方等   

自主事業、広報計画等 

（注）自主事業は、仕様書に記載された業務以外で、指定管理者が自己の責任において自主的

に実施するものであって、公の施設の設置目的に沿い、市民の利用に支障を来さないも

のであり、かつ、本市の承認した事業に限り実施できるものとします。 

（4） 安心・安全面からの管理運営の具体策等 

（5） 施設の平等な利用の確保の手法等 

（6） 予算計画 

① 管理経費の効率化につながる方策 

② ５年間の収支計画 

（7） 施設の管理運営体制等 

① 職員の配置と勤務体制 

② 職員の研修計画 

（8） 個人情報保護の考え方等 

（9） その他アピールポイント等 

 

１２．指定管理者と本市の責任分担等 

本市と指定管理者の責任分担は、概ね次表のとおりとし、詳細は協定書等で定めます。 

 

(◎：原則として責任がある。 〇：一部責任を負う場合がある。) 

項   目 本市 指定管理者 

事業運営に影響のある法令の変更  ◎ 

資金調達  ◎ 

物価（指定後のインフレ､デフレ）（※） 〇 ◎ 

金利の変動  ◎ 

不可抗力による業務の変更､中止等 協議事項 

本市の責任による業務の中止等 ◎  

指定管理者の責任による業務の中止等  ◎ 

指定管理者の事業放棄､破綻  ◎ 

申請費用の負担  ◎ 
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施設運営の引継ぎコストの負担  ◎ 

施設競合による利用者減、収入減  ◎ 

当初の需要見込みと異なる状況  ◎ 

本市以外の要因による運営費の増加  ◎ 

本市の協定内容の不履行 ◎  

指定管理者の事由による業務及び協定内容の不履行  ◎ 

要求水準の不適合  ◎ 

管理運営  ◎ 

機械設備の保守点検（法定を含む。）  ◎ 

備品の購入及び管理 ○ ◎ 

必要な消耗品の購入  ◎ 

不可抗力による施設の修繕等 協議事項 

不可抗力以外の施設の修繕等 ◎ 

（1 件 50 万円超） 

◎ 

(1 件 50 万円以内) 

施設の法的管理（利用許可・目的外使用許可） ◎ 

(目的外使用許可) 

◎ 

（利用許可） 

苦情対応 ○ ◎ 

事故対応 ○ ◎ 

災害時対応 〇（指示等） ◎ 

災害復旧 ◎ ○ 

包括的管理責任 ◎  

利用者に係る賠償責任保険の加入 ○ ◎ 

火災保険の加入 ◎  

施設の管理瑕疵により損害が生じたとき  ◎ 

施設の設置瑕疵により損害が生じたとき ◎  

※ 賃金水準の変動については、大分市指定管理者制度に関する新指針における 14 管理運営(2)指

定管理料等への反映②賃金水準の変動への対応の規定による。 

備 考  

※  上記に含まれない事項は、本市と指定管理者間の協議によるものとします。 

※ 第三者の責に帰すべき事由による損傷で、その第三者が特定できる場合における損害回復等

についての交渉は、指定管理者が行うものとします。 

※ 指定管理者の責に帰すべき事由により生じた損害について、本市が損害を賠償したときは、

本市は指定管理者に求償権を有するものとします。 
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１３．優遇措置、ネーミングライツ制度及び Park-PFIの導入について 

（1） 次回指定管理予定者の選定における優遇措置 

指定管理者に対して行うモニタリングの総合評価を毎年実施し、指定管理期間の最終年

を除く平均点を算出し、その結果が８割以上となった場合、次回の選定時に指定管理者に対

して優遇措置を行います。 

 

（2） ネーミングライツ制度の導入 

当該管理施設については、現在ネーミングライツ事業を導入しています。 

ネーミングライツ契約期間中、施設ホームページやパンフレット等の印刷物、看板等の施

設名称については、正式名称に代えて通称名を使用するものとします。 

※ネーミングライツとは、公共施設に企業名や商品名を愛称として付与するもので、「命名

権」と呼ばれています。（ただし、条例上の施設名称は変更しません。） 

 

（3） Park-PFIの導入について  

施設の魅力向上及び利用者サービス向上を目的として、P-PFIその他の官民連携手法を導

入する場合があります。この場合、市と指定管理者は管理区域、業務範囲及び指定管理料等

について協議を行うものします。 

 

１４．指定管理予定者の選定方法 

 提出した書類及びヒアリングによる選考 

（1） 選定手続 

① 選定の手順 

Ⅰ 募集及び選定は、公募型プロポ－ザル方式とします。 

Ⅱ 申請書の受理後、大分市企画部スポーツ振興課において資格審査を行います。 

Ⅲ 外部の学識経験者等計６名により構成された、大分市営陸上競技場及び津留運動公園有料

公園施設指定管理予定者選定等委員会（以下「選定等委員会」という。）において、選定基

準に基づき提出書類及びヒアリングにより、選考を行います。なお、選定等委員会の会議

は、非公開とします。 

Ⅳ 選定等委員会において評価点が６割以上の者で、上位得点順に交渉権者の優先順位を選定

します。その後は、市と優先交渉権者との詳細協議を経て、指定管理者予定者とします。 

なお、優先交渉権者（指定管理予定者）との協議が成立しない場合は、評価点第２順位

の者を交渉権者として協議を行います。 

また、すべての応募者が ６割未満の評価点となった場合は、選定等委員会において「最

低評価点」の設定を行い、再度審議のうえ、評価点以上の応募者の中から優先交渉権者の

選定を行います。 

選定等委員会において、指定管理予定者を選定し、市長等が決定します。 

Ⅴ 指定管理者の指定は、令和８年第４回大分市議会定例会での議決を経て、市長が行います。 
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② ヒアリング 

Ⅰ 選定等委員会においては、応募者からヒアリングを実施する予定です。 

Ⅱ 実施方法は、応募者の代表者等（３名まで出席可）から事業計画書等についての説明及び

選定等委員会の委員からの質疑とします。 

Ⅲ ヒアリングに要する経費は、全て応募者の負担とします。 

 

（2） 選定結果の通知・公表 

選定結果については令和８年１１月に、申請者全員に対して郵送にて通知します。 

 

１５．指定管理予定者の選定基準 

指定管理予定者の選定に当たって、その基準となる要件は、次のとおりとします。 

① 当該公の施設の効用を最大限に発揮させる内容の事業計画書を作成した者であること。 

② 事業計画書に沿った管理を安定して行う能力を有する者であること。 

③ 当該公の施設の管理を行うに当たり、平等な利用を確保できる者であること。 

④ その他市長が必要と認める事項 

⑤ 前回の指定管理業務の実績評価に基づく加点 ※該当する場合のみ 

⑥ 市内団体の優遇措置 

※選定基準は別紙「大分市営陸上競技場及び津留運動公園有料公園施設の選定基準」（募集要

項別紙４）参照 

 

１６．決定までのスケジュ－ル 

① 募集要項配布期間        令和８年 ８月 ３日（月）～８月２７日（木） 

② 第１回質問書受付期限（初回）  令和８年 ８月１２日（水） 

③ 現地説明会           令和８年 ８月３１日（月） 

④ 第２回質問書受付期限（最終）  令和８年 ９月 ７日（月） 

⑤ 申請書受付期間         令和８年 ９月１４日（月）～９月２８日（月） 

⑥ 選定等委員会ヒアリング     令和８年１０月２９日（木）（予定） 

⑦ 選定結果通知・公表       令和８年１１月初旬（予定） 

⑧ 議会における議決        令和８年１２月中旬（予定） 

⑨ 指定管理者の指定の告示     令和８年１２月中旬（予定） 

⑩ 基本協定書の締結        令和９年 ３月中旬（予定） 

⑪ 年度協定書の締結        令和９年 ３月下旬（予定） 

⑫ 指定管理者による管理の開始   令和９年 ４月 １日（木）（予定） 
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１７．協定の締結 

指定管理者の指定の後に、施設の管理業務に関し、包括的な事項を定めた基本協定書及び各

年度の実施事項等を定めた年度協定書を締結します。詳細については、基本協定書（案）（様式

１２）及び年度協定書（案）（様式１３）に基づき、協議の上、当該協定書を締結します。 

 

（1） 基本協定書に盛り込む事項 

① 総則 

協定の趣旨・目的、管理物件、指定期間等 

② 本業務等の範囲と実施条件 

指定管理者が行う本業務及び自主事業の範囲等 

③ 本業務等の実施 

業務の実施、開業準備、第三者委託、管理物件の修繕等、安全管理等、個人情報保護、 

情報公開、従事者研修等 

④ 備品等の取扱い 

備品等の貸与等 

⑤ 本市の確認事項 

年度事業計画書、業務報告書、モニタリング、改善指示等 

⑥ 指定管理料及び利用料金 

指定管理料の支払、利用料金 

⑦ 損害賠償及び不可抗力 

損害賠償等、第三者への賠償、保険、不可抗力による損害等、責任分担 

⑧ 災害時の対応に関する事項 

避難所等の開設、自主避難者への対応、避難所等の運営への協力、業務内容の報告、個人

情報の取扱い、費用の負担 

⑨ 指定期間の満了 

業務の引継ぎ、原状回復義務、備品等の引継ぎ等 

⑩ 指定の取消し等 

指定の取消事由等 

⑪ その他 

権利又は義務の譲渡の禁止、専用口座の開設、疑義の協議等 

 

（2） 協定が締結できない場合の措置等 

指定管理者が協定の締結までに次に掲げる事項に該当するときは、その指定を取り消し、協定

を締結しないことがあります。 

① 正当な理由なくして協定の締結に応じないとき。 

② 財務状況の悪化等により、管理業務の履行が確実でないと認められるとき。 

③ 著しく社会的信用を損なう等により、指定管理者としてふさわしくないと認められるとき。 
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１８．事業実施状況の監視等 

（1） 管理運営状況に関するモニタリング 

指定管理者が行う業務の実施状況を把握し、良好な管理運営状況を確保するために、本市

は定期的及び随時にモニタリングを実施します。 

指定管理者は、本市が指定する「大分市営陸上競技場及び津留運動公園有料公園施設管理

運営業務報告書（年次・月次）」（様式１４）を提出する義務があり、運営状況が適正でない

と認められる場合は、本市は指定管理者に対して改善等必要な指示を行い、指定管理者は速

やかに措置を講ずるものとします。 

また、安定的な施設利用を担保するため、必要に応じて指定管理者自体の経営状況等を確

認させていただく場合があります。 

 

（2） 施設利用者の意見・苦情等の聴取 

施設利用者の利便性の向上等の観点から、施設利用者の意見・苦情等の聴取結果及び業務

改善への反映状況について本市に報告することとします。 

 

（3） 帳簿類等の提出要求 

監査委員等が監査等をするために必要があると認める場合は、指定管理者に対して帳簿書

類その他の記録の提出を求める場合があり、この場合は速やかに指示に従うものとします。 

 

１９．その他の事項  

（1） 指定管理者の責めに帰すべき事由による指定の取消し等 

①  次のいずれかに該当すると認めるときは、指定を取り消し、又は期間を定めて本業務等

の全部若しくは一部の停止を命ずることができるものとします。 

Ⅰ 指定管理者が本協定、関係法令等に違反する等不正行為を行ったとき。 

Ⅱ 指定管理者が本市に対し虚偽の報告をし、又は正当な理由なく報告等を拒んだとき。 

Ⅲ 指定管理者が応募資格要件に該当しなくなったとき。 

Ⅳ 指定管理者が経営状況の悪化などにより、本業務等を行うことが不可能又は著しく困難

となったとき。 

Ⅴ 指定管理者の役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有してい

ると認めるとき。 

Ⅵ その他市長が必要と認めるとき。 

②  上記の取消し等の事由により、本市が指定を取り消し、又は期間を定めて本業務等の全

部若しくは一部の停止を命じた場合において、本市に損害が生じた場合は、指定管理者は、

本市にその損害を賠償しなければならないものとします。 

この場合において、指定管理者に損害・損失や増加費用が生じても、本市はその賠償の責 

めを負わないものとします。 

③  指定管理者は、上記の取消事由のⅢ若しくはⅣに該当することとなった場合又はそのお

それがある場合は、速やかに本市に報告しなければなりません。  
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（2） 不可抗力等による指定の取消し等 

不可抗力その他本市及び指定管理者の責めに帰することができない事由により、業務の継 

続が困難となった場合は、双方協議の上、指定の取消し、又は業務の全部若しくは一部の停

止を行うことができるものとします。 

この場合において、取消し等により発生する損害等の負担については、協議の上、決定し 

ます。 

 

（3） その他協議すべき事項 

協定書に定めのない事項及び疑義が生じた場合は、本市及び指定管理者双方が誠意をもっ 

て協議するものとします。 

 

（4） 業務の引継ぎについて 

指定期間の終了又は指定の取消し等により、本市又は本市が指定する者に業務を引き継ぐ 

場合は、円滑な引継ぎに協力していただきます。 

 

（5） 事業所税について 

利用料金制を適用している公の施設の事業については、指定管理者に事業所税（資産割・ 

従業者割）が課税される場合があります。（総収入に占める指定管理費の割合が一定割合に

満たず、事業主体が指定管理者と判断される場合。※一定割合とは「おおむね 5割」） 

事業所税の資産割については、市内の全事業所の合計床面積が 800㎡を超えると申告義務 

が生じ、1,000㎡を超えると課税対象となります。また、従業者割については、市内の全事

業所の従業者数が 80人を超えると申告義務が生じ、100人を超えると課税対象となります。 

詳しくは、担当課（税制課諸税担当班／電話 097-537-7314）にお尋ねください。 

 

２０．問合せ先 

   大分市企画部 スポーツ振興課 

   〒870-8504 大分市荷揚町２番３１号 

   電話   097-534-6111（内線１０８３） 

   ＦＡＸ  097-538-6236 

   e-mail  sportsisetu＠city.oita.oita.jp 

 



募集要項別紙１ 

「大分市営陸上競技場条例」及び「大分市都市公園条例」 

 

 ■大分市営陸上競技場条例抜粋 

競技場使用料 

(1) トラック、フィールド、スタンド 

使用区分 使用料 摘要 

入場料その他これ

に類する料金を徴

収しない場合 

入場料その他これに

類する料金を徴収す

る場合 

専用使用 4時間以内 12,870

円 

4 時間以内 38,610

円 

延長料は、使用許可時間を

超えて使用した場合の超過

時間に係る使用料をいい、当

該超過時間に 1 時間未満の

端数があるとき、又はその超

過時間が 1 時間未満のとき

は、1時間とする。 

4時間を超え 8時間

以内 19,300円 

4 時間を超え 8 時間

以内 57,900円 

延長料 1 時間につ

き 3,210円 

延長料 1 時間につき

9,630円 

個人使用 1人 1回 210円 

 

回数券 11 枚つづり 

2,100円 

 
20 人以上で使用する場合

は、左記により算定した使用

料の合計額の 8 割に相当す

る額(10 円未満切捨て)とす

る。 

(2)  附属施設 

使用区分 単位 使用料 摘要 

会

議

室 

大 室 (70

平方メー

トル以上

100 平 方

メートル

未満) 

1室 1時間 640円 1 使用時間に 1

時間未満の端数が

あるとき、又はそ

の使用時間が 1 時

間未満のときは、1

時間とする。 

 

2 シャワー室を

20 人以上で使用

する場合は、左記

により算定した使

用料の合計額の 8

割に相当する額

小 室 (50

平方メー

トル以上

70 平方メ

ートル未

満) 

1室 1時間 410円 

放送施設 1回 3,570円 
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シャワー室 1人 1回 220円 (10 円未満の端数

が生じたときは、

これを切り捨てた

額)とする。 

 

3 トラック、フィ

ールド、スタンド

の専用使用に伴い

会議室、放送施設

及びシャワー室を

使用する場合の使

用料は、徴収しな

い。 

写真判定室 1回 16,500円 

トレーニングル

ーム 

1人 1回 210円 

回数券(11枚つづり) 2,100円 

夜間照明施設 1

時

間

に

つ

き 

全点灯 入場料を徴収

しない場合 

29,600円 

入場料を徴収

する場合 

118,400円 

3／4点灯 入場料を徴収

しない場合 

22,200円 

入場料を徴収

する場合 

88,800円 

1／2点灯 入場料を徴収

しない場合 

14,800円 

入場料を徴収

する場合 

59,200円 

1／4点灯 入場料を徴収

しない場合 

7,400円 

入場料を徴収

する場合 

29,600円 

1／8点灯 入場料を徴収

しない場合 

3,700円 

入場料を徴収

する場合 

14,800円 

(3)  附属器具 

器具名 単位 使用料 摘要 

やり 1本 50円 トラック、フィー

ルド、スタンドの

専用使用に伴い附

属器具を使用する

場合で左記により

算定した使用料の

合計額が 4,190円

を超えるときは、

4,190円とする。 

円盤 1個 50円 

砲丸 1個 50円 

ハンマー 1個 50円 

スターティング・ブロック 1個 50円 

ハードル 1組 10台 110円 

3,000メートル障害移動障害物 1組 110円 

走り高跳用具 1式 220円 

棒高跳用具 1式 220円 
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バトン 1本 20円 

鋼鉄製巻尺 1個 110円 

ビニール巻尺 1個 50円 

リボンロッド 1個 50円 

ハンドマイク 1器 110円 

ストップウオッチ 1個 50円 

テント 1張 330円 

ビーチパラソル 1本 50円 

周回表示器 1個 110円 

マラソン用親時計 1個 550円 

スターター拡声装置 1式 220円 

デジタル風速計 1台 330円 

走幅跳、三段跳用計測器 1台 110円 

光波測定器 1台 550円 

備考 

1 高校生等が競技場((2)附属施設の項に掲げる会議室、放送施設、シャワー室及び写

真判定室並びに(3)附属器具の項に掲げる器具を除く。)を使用する場合(高校生等及び

高校生等以外の者が同時に使用する場合であって、使用する人数の半数以上が高校生等

であるときを含む。)の使用料は、別表の規定により算定した額の半額(10 円未満の端

数が生じたときは、これを切り捨てた額)とする。 

2 高校生等とは、18歳に達する日以後の最初の 3月 31日までの間にある者をいう。 
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■大分市都市公園条例抜粋 

別表第 2(第 9条関係) 

有料公園施設等の名称 単位 金額 摘要 

自由広場 1面 1時間 460円 1 使用時間に 1 時間未満

の端数があるとき、又はそ

の使用時間が 1時間未満の

ときは、1時間とする。 

2 入場料を徴収する場合

は、最高入場料金の 50 人

分を加算するものとする。 

テニスコート  1面 1時間 440円 1 使用時間に 1 時間未満

の端数があるとき、又はそ

の使用時間が 1時間未満の

ときは、1時間とする。 

2 入場料を徴収する場合

は、最高入場料金の 50 人

分を加算するものとする。 

管理棟 1時間 390円 使用時間に 1時間未満の端

数があるとき、又はその使

用時間が 1時間未満のとき

は、1時間とする。 

備考 

1 高校生等が有料公園施設(会議室、管理棟、トレーニング施設(部活動で使用する場

合に限る。)、オリエンテーション室、附属設備及びチャイルドハウスを除く。)を使用

する場合(高校生等及び高校生等以外の者が同時に使用する場合であって、使用する人

数の半数以上が高校生等であるときを含む。)の使用料は、金額の欄に掲げる額の半額

(10円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てた額)とする。 

2 高校生等とは、18歳に達する日以後の最初の 3月 31日までの間にある者をいう。 

 



第１号様式 

審査基準及び標準処理期間個表 

大分リバースタジアム共同企業体 

                                         

条例等の名称 処分の事項 設定年月日 

大分市営陸上競技場条例 使用の許可 令和４年４月１日 

１ 根拠条項 

(使用の許可) 

第３条 競技場を使用しようとする者は、市長の許可を受けなければならない。 

 ２ 市長は、前項の許可に際して必要な条件を付することができる。 

（使用の不許可） 

第９条 次の各号の一に該当するときは、市長は使用を許可しない。 

⑴ 公益に反するおそれがあると認めたとき。 

⑵ 管理上支障があると認めたとき。 

 

２ 審査基準 

⑴ 「公益に反するおそれがあると認めたとき」とは、次に掲げる場合とする。 

ア 公の秩序を乱し、又は善良な風俗を害するおそれがあると認められるとき。 

   （ア） 犯罪行為又は犯罪を讃え、あおり、唆す等の行為を伴うおそれのある場合 

   （イ） わいせつ行為その他これに類する行為により、善良な風俗、清浄な風俗環境

又は青少年の健全な育成を害するおそれのある場合 

（ウ） 暴力排除の趣旨に反すると認められる場合 

⑵ 「管理上支障があると認められるとき」とは、次に掲げる場合とする。 

  ア 施設設備若しくは備品等を滅失し、又は破損するおそれがあると認められると

き。 

  （ア） 施設の壁面、窓ガラス、床面等を傷つけるおそれのある場合 

   （イ） ガソリン、プロパンガス、火薬類等の引火、爆発等のおそれのある危険な物

の使用を伴う場合 

（ウ） 市長の許可を受けることなく、施設及び器具等にはり紙、釘打ち等の行為を

行うおそれのある場合 

（エ） 火の使用を認められていない施設で火を使用するおそれのある場合 

 イ 申請書類の記載事項に虚偽が認められるとき。 

 ウ 過去において施設管理上の指示に従わない等施設管理上の指示に従わないおそ

れがあると認められるとき。 

 エ 冠婚葬祭を目的とする場合 

募集要項別紙２



 オ 宗教的宣伝を目的とする場合 

  カ 音、におい、振動等により他の使用者等に著しく不快を与えるおそれのある場

合 

  キ 飲食を目的とする場合 

  ク その他市長が管理上重大な支障があると認めるとき。 

 

３ 標準処理期間 

１日 

 

 



 

第１号様式 

審査基準及び標準処理期間個表 

大分リバースタジアム共同企業体 

                                         

条例等の名称 処分の事項 設定年月日 

大分市営陸上競技場条例 利用料金の減免 令和４年４月１日 

１ 根拠条項（条例第１９条第２項により読替え済） 

(利用料金の減免) 

第５条 第１４条第１項に規定する指定管理者は、市長の承認を得て定める基準により、

利用料金の全部又は一部を免除することができる。 

 

２ 審査基準 

利用料金を減免する場合及びその額は、次のとおりとする。 

⑴ 市が主催し、又は共催する行事に使用する場合 全額  

⑵ 国、他の地方公共団体その他地方公共団体又は公共的団体において、公用若しくは公

共用又は公益事業の用に供するために使用する場合 全額 

ア 大分市スポーツ協会が主催する行事又は大分市スポーツ少年団が主催する行事

（イに揚げる大会を除く。）に使用する場合 

イ 大分市スポーツ少年団に所属する団体が出場する大会（大分市スポーツ少年団

の構成員（目的とする種目が限定されている場合は、当該種目に係る構成員に限

る。）全員を対象として実施するものに限る。）に使用する場合 

ウ 大分市校区・地区体育協会又は大分市校区・地区スポーツ協会が主催する大会に使

用する場合 

 エ 大分市中学校体育連盟が主催する大会に使用する場合 

  オ 全国、九州及び大分県の中学校体育連盟が主催する大会に使用する場合 

カ 県民スポーツ大会又は国民スポーツ大会の強化練習（大分市代表又は大分市代表選

手を含む場合に限る。）に使用する場合（大会競技日前１か月間に限る。） 

キ 社会教育関係団体その他の公共的団体（大分市総合型クラブ連絡協議会、大分

市PTA連合会、大分県社会福祉協議会、大分市社会福祉協議会、民生委員・児童

委員協議会（校区単位以上）、クリーン推進員校区連絡会議（校区単位以上）、自

治委員連絡協議会等の団体をいう。）が主催する行事（スポーツ大会、総会等に限

る。）に使用する場合 

  ク その他条例第１４条第１項に規定する指定管理者が認める行事に使用する場合 

⑶ 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する学校が学校教育活動で使用

する場合 全額 



 ア 教育課程に位置付けられている活動に使用する場合 

イ その他条例第１４条第１項に規定する指定管理者が認める学校教育活動に使用する

場合 

 ⑷ その他条例第１４条第１項に規定する指定管理者が特に減免すべき理由があると認め

る場合及び条例第１４条第１項に規定する指定管理者が必要と認める額は、次のとおり

とする。 

ア 障害者（療育手帳制度について（昭和４８年９月２７日厚生省発児第１５６号）に

規定する療育手帳、身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）に規定する身体障

害者手帳又は精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）

に規定する精神障害者保健福祉手帳（以下これらを「手帳」と総称する。）の交付を受

けた者をいう。以下同じ。）が、手帳を提示して使用する場合 障害者に係る利用料の

合計金額（同一の障害者が、大分市営陸上競技場において、同一の活動内容で次に揚げ

る使用を行おうとする場合（回数券を使用する場合を除く。）にあっては、それぞれ次

に定める金額をいう。）（回数券に係る利用料を納付する場合にあっては、一時に納付

する額）が１，０００円に満たない場合にあっては全額、１，０００円以上の場合にあ

っては半額 

 （ア）連続する複数の日における使用 各日の利用料 

 （イ）同一の日の連続しない時間における使用 当該日に係る利用料の合計金額（個

人使用券、使用回数券の交付を受けることにより規則第４条第１項の手続きに代えよう

とする場合を除く。） 

イ 障害者が、その主催事業として営利を目的としない文化活動等の諸活動を行う場合

 障害者に係る利用料の合計金額（同一の障害者が、大分市営陸上競技場において、

同一の活動内容で次に掲げる使用を行おうとする場合にあっては、それぞれ次に定め

る金額をいう。）が１,０００円に満たない場合にあっては全額、１,０００円以上の

場合にあっては半額 

（ア） 連続する複数の日における使用 各日の利用料 

（イ） 同一の日の連続しない時間における使用 当該日に係る利用料の合計金額 

ウ 障害者団体（市長が別に定める基準による登録を受けた団体をいう。以下同じ。）

が、その主催事業として営利を目的としない文化活動等の諸活動を行う場合 障害者

団体に係る利用料の合計金額（同一の障害者団体が、大分市営陸上競技場において、

同一の活動内容で次に掲げる使用を行おうとする場合にあっては、それぞれ次に定め

る金額をいう。）が１,０００円に満たない場合にあっては全額、１,０００円以上の

場合にあっては半額 

（ア） 連続する複数の日における使用 当該連続する日における利用料の合計金額 

（イ） 同一の日の連続しない時間における使用 当該日に係る利用料の合計金額 

エ 障害者の介護のために同伴する者（原則として障害者１人につき 1 人に限る。以下

「同伴者」という。）が使用する場合 同伴者各人に係る利用料の金額が１，０００



円に満たない場合にあっては全額、１，０００円以上の場合にあっては半額 

オ 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）の規定による施設等（幼保連携型認定こ

ども園を除く。）が教育上又は保育上の目的で使用する場合 全額 

カ 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成１

８年法律第７７号）第２条第６項に規定する認定こども園が教育上又は保育上の目的

で使用する場合 全額 

キ 大分市ホームタウン推進事業で支援するチーム・団体が、大分市民の観戦が見込ま

れる試合等を実施する場合 全額（ただし、入場料等を徴収して大分市営陸上競技場

を使用する場合の加算額を除く。） 

ク その他条例第１４条第１項に規定する指定管理者が特に必要と認める場合 条例第

１４条第１項に規定する指定管理者が認める額 

 

注１ 総会等とは、総会及び団体に所属する構成員全員を対象として行う研修会、勉強会等

をいう。 

 ２ スポーツ大会（県民スポーツ大会及び国民スポーツ大会を除く。）とは、団体に所

属する構成員全員を対象として実施するものに限る。 

３ 営利を目的としない文化活動等とは、事業収益が見込まれない文化活動、総会等、

レクリエーション活動、スポーツ活動、スポーツ大会その他の大会をいう。ただし、

実費のみの徴収又は大分市社会福祉協議会、市内の障害者施設若しくは障害者団体

に寄附（一の施設又は一の団体のみに対してするものを除く。）を行う場合は、事業

収益が見込まれないものとする。 

 

３ 標準処理期間 

２日 

 

 



 

第１号様式 

審査基準及び標準処理期間個表 

大分リバースタジアム共同企業体 

                                         

条例等の名称 処分の事項 設定年月日 

大分市都市公園条例 利用料金の減免 令和４年４月１日 

１ 根拠条項（条例第１９条第２項により読替え済） 

(利用料金の減免) 

第１３条 第１５条第１項に規定する指定管理者は、市長の承認を得て定める基準により、

利用料金を減免することができる。 

 

２ 審査基準 

津留運動公園有料公園施設の利用料金を減免する場合及びその額は、次のとおりとする。 

⑴ 市が主催し、又は共催する行事に使用する場合 全額  

⑵ 国、他の地方公共団体その他地方公共団体又は公共的団体において、公用若しくは公

共用又は公益事業の用に供するために使用する場合 全額 

ア 大分市スポーツ協会が主催する行事又は大分市スポーツ少年団が主催する行事

（イに揚げる大会を除く。）に使用する場合 

イ 大分市スポーツ少年団に所属する団体が出場する大会（大分市スポーツ少年団

の構成員（目的とする種目が限定されている場合は、当該種目に係る構成員に限

る。）全員を対象として実施するものに限る。）に使用する場合 

ウ 大分市校区・地区体育協会又は大分市校区・地区スポーツ協会が主催する大会に使

用する場合 

 エ 大分市中学校体育連盟が主催する大会に使用する場合 

  オ 全国、九州及び大分県の中学校体育連盟が主催する大会に使用する場合 

カ 県民スポーツ大会又は国民スポーツ大会の強化練習（大分市代表又は大分市代表選

手を含む場合に限る。）に使用する場合（大会競技日前１か月間に限る。） 

キ 社会教育関係団体その他の公共的団体（大分市総合型クラブ連絡協議会、大分

市PTA連合会、大分県社会福祉協議会、大分市社会福祉協議会、民生委員・児童

委員協議会（校区単位以上）、クリーン推進員校区連絡会議（校区単位以上）、自

治委員連絡協議会等の団体をいう。）が主催する行事（スポーツ大会、総会等に限

る。）に使用する場合 

  ク その他条例第１５条第１項に規定する指定管理者が認める行事に使用する場合 

⑶ 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する学校が学校教育活動で使用

する場合 全額 



 ア 教育課程に位置付けられている活動に使用する場合 

イ その他条例第１５条第１項に規定する指定管理者が認める学校教育活動に使用する

場合 

 ⑷ その他条例第１５条第１項に規定する指定管理者が特に減免すべき理由があると認め

る場合及び条例第１５条第１項に規定する指定管理者が必要と認める額は、次のとおり

とする。 

ア 障害者（療育手帳制度について（昭和４８年９月２７日厚生省発児第１５６号）に

規定する療育手帳、身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）に規定する身体障

害者手帳又は精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）

に規定する精神障害者保健福祉手帳（以下これらを「手帳」と総称する。）の交付を受

けた者をいう。以下同じ。）が、手帳を提示して使用する場合 障害者に係る利用料の

合計金額（同一の障害者が、大分市営陸上競技場において、同一の活動内容で次に揚げ

る使用を行おうとする場合（回数券を使用する場合を除く。）にあっては、それぞれ次

に定める金額をいう。）（回数券に係る利用料を納付する場合にあっては、一時に納付

する額）が１，０００円に満たない場合にあっては全額、１，０００円以上の場合にあ

っては半額 

 （ア）連続する複数の日における使用 各日の利用料 

 （イ）同一の日の連続しない時間における使用 当該日に係る利用料の合計金額（個

人使用券、使用回数券の交付を受けることにより規則第４条第１項の手続きに代えよう

とする場合を除く。） 

イ 障害者が、その主催事業として営利を目的としない文化活動等の諸活動を行う場合

 障害者に係る利用料の合計金額（同一の障害者が、津留運動公園有料公園施設にお

いて、同一の活動内容で次に掲げる使用を行おうとする場合にあっては、それぞれ次

に定める金額をいう。）が１,０００円に満たない場合にあっては全額、１,０００円

以上の場合にあっては半額 

（ア） 連続する複数の日における使用 各日の利用料 

（イ） 同一の日の連続しない時間における使用 当該日に係る利用料の合計金額 

ウ 障害者団体（市長が別に定める基準による登録を受けた団体をいう。以下同じ。）

が、その主催事業として営利を目的としない文化活動等の諸活動を行う場合 障害者

団体に係る利用料の合計金額（同一の障害者団体が、津留運動公園有料公園施設にお

いて、同一の活動内容で次に掲げる使用を行おうとする場合にあっては、それぞれ次

に定める金額をいう。）が１,０００円に満たない場合にあっては全額、１,０００円

以上の場合にあっては半額 

（ア） 連続する複数の日における使用 当該連続する日における利用料の合計金額 

（イ） 同一の日の連続しない時間における使用 当該日に係る利用料の合計金額 

エ 障害者の介護のために同伴する者（原則として障害者１人につき 1 人に限る。以下

「同伴者」という。）が使用する場合 同伴者各人に係る利用料の金額が１，０００



円に満たない場合にあっては全額、１，０００円以上の場合にあっては半額 

オ 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）の規定による施設等（幼保連携型認定こ

ども園を除く。）が教育上又は保育上の目的で使用する場合 全額 

カ 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成１

８年法律第７７号）第２条第６項に規定する認定こども園が教育上又は保育上の目的

で使用する場合 全額 

キ 大分市ホームタウン推進事業で支援するチーム・団体が、大分市民の観戦が見込ま

れる試合等を実施する場合 全額（ただし、入場料等を徴収して津留運動公園有料公

園施設を使用する場合の加算額を除く。） 

ク その他条例第１５条第１項に規定する指定管理者が特に必要と認める場合 条例第

１５条第１項に規定する指定管理者が認める額 

 

注１ 総会等とは、総会及び団体に所属する構成員全員を対象として行う研修会、勉強会等

をいう。 

 ２ スポーツ大会（県民スポーツ大会及び国民スポーツ大会を除く。）とは、団体に所

属する構成員全員を対象として実施するものに限る。 

３ 営利を目的としない文化活動等とは、事業収益が見込まれない文化活動、総会等、

レクリエーション活動、スポーツ活動、スポーツ大会その他の大会をいう。ただし、

実費のみの徴収又は大分市社会福祉協議会、市内の障害者施設若しくは障害者団体

に寄附（一の施設又は一の団体のみに対してするものを除く。）を行う場合は、事業

収益が見込まれないものとする。 

 

３ 標準処理期間 

２日 

 

 



第１号様式 

審査基準及び標準処理期間個表 

                         大分リバースタジアム共同企業体 

                                         

条例等の名称 処分の事項 設定年月日 

大分市営陸上競技場条例 使用料の返還 令和 4年 4月１日 

１ 根拠条項 

(使用料の不返還) 

第６条 既納の使用料は、返還しない。ただし、市長が特別の理由があると認めたと

きは、その全部又は一部を返還することができる。 

 関係条項 

 大分市営陸上競技場条例施行規則（平成２９年大分市規則第９号。以下「規則」 

という。）第５条の２第１項 

   

２ 審査基準 

 ⑴ 規則第５条の２第１項に規定するその他使用者の責めに帰すことができない理由

とは、競技場の管理上使用者に使用させることができない事情が生じた場合をいう。 

 ⑵ 規則第５条の２第２項に規定するその他市長が特に必要があると認める場合及び

市長が必要と認める額は、次のとおりとする。 

  ア 雨天等により広場が通常使用できない状態にある場合 全額 

  イ 気温の上昇等に起因して、広場の使用の際健康上の被害が出るおそれがあると

して市長が別に定める場合 全額 

 ウ その他市長が特に返還の必要があると認める場合 その都度市長が認める額 

 

３ 標準処理期間 

   ５日 

   

 

 



第１号様式 

審査基準及び標準処理期間個表 

大分リバースタジアム共同企業体 

                                         

条例等の名称 処分の事項 設定年月日 

大分市営陸上競技場条例 設備の変更の許可 令和４年４月１日 

１ 根拠条項 

(設備の変更禁止) 

第８条 使用者は、競技場に特別の施設、設備をしたり、又は変更を加えてはなら

ない。ただし、あらかじめ市長の許可を受けたときは、この限りでない。 

 

２ 審査基準 

  第８条ただし書の規定に基づく許可は、次に掲げる場合に行うものとする。 

 ⑴ 雨天等で使用者が必要とするテント等を設営する場合 

 ⑵ 観覧者の利便に資すると認められる物品及び飲料水の販売設備の設置をする場合 

 ⑶ 看板等の設置をする場合 

 ⑷ その他市長が必要と認めるとき。 

 

３ 標準処理期間 

２日 

 

 

 



第１号様式 

処分基準個表 

大分リバースタジアム共同企業体 

                                         

条例等の名称 不利益処分の事項 設定年月日 

大分市営陸上競技場条例 使用許可の取消し等 令和４年４月１日 

１ 根拠条項 

(使用条件の変更等) 

第１０条 使用者が次の各号のいずれかに該当するときは、市長は使用条件の変更、

使用停止又は許可の取消しをすることができる。この場合において、使用者が損害

を受けても、市はその責めを負わない。 

⑴ 使用の目的に違反したとき。 

⑵ この条例及び市長の指示に従わないとき。 

⑶ その他管理上必要があると認めたとき。 

 

関係条項 

(使用の不許可) 

第９条 次の各号の一に該当するときは、市長は使用を許可しない。 

⑴ 公益に反するおそれがあると認めたとき。 

⑵ 管理上支障があると認めたとき。 

 

２ 処分基準 

 ⑴ 「使用の目的に違反したとき」とは、次に掲げる場合とする。 

ア 公の秩序を乱し、又は善良な風俗を害するおそれがあると認められる場合 

  （ア） 犯罪行為又は犯罪を讃え、あおり、唆す等の行為を伴うおそれのある場合 

   （イ） わいせつ行為その他これに類する行為により、善良な風俗、清浄な風俗環境

又は青少年の健全な育成を害するおそれのある場合 

   （ウ） 暴力排除の趣旨に反すると認められる場合 

 ⑵ 「この条例及び市長の指示に従わないとき」とは、次に掲げる場合とする。 

  ア この条例の規定に基づく市長の指示に従わないとき。 

 ⑶ 「その他管理上必要があると認めたとき」とは、次に掲げる場合とする。 

ア 施設設備若しくは備品等を滅失し、又は破損するおそれがあると認められる場 

 合 

 （ア） 施設の壁面、窓ガラス、床面等を傷つけるおそれのある場合 

   （イ） ガソリン、プロパンガス、火薬類等の引火、爆発等のおそれがある危険な物

の使用を伴う場合 



（ウ） 市長の許可を受けることなく、施設及び器具等にはり紙、釘打ち等の行為を 

行う場合 

（エ） 火の使用を認められていない施設で火を使用するおそれのある場合 

   （オ） 申請書類の記載事項に虚偽が認められる場合 

   （カ） 過去において施設管理上の指示に従わない等施設管理上の指示に従わないお

それがあると認められる場合 

  （キ） 冠婚葬祭を目的とする場合 

   （ク） 宗教的宣伝を目的とする場合 

   （ケ） 音、におい、振動等により他の使用者等に著しく不快を与えるおそれのある

場合 

   （コ） 飲食を目的とする場合 

   （サ） その他市長が管理上重大な支障があると認めるとき。 

 

 



第１号様式 

処分基準個表 

大分リバースタジアム共同企業体 

                                         

条例等の名称 処分の事項 設定年月日 

大分市営陸上競技場条例 行為の制限 令和４年４月１日 

１ 根拠条項 

(行為の禁止) 

第１１条 競技場においては、次の各号に掲げる行為をしてはならない。 

⑴ 市長の許可なくして営業行為をなし、又ははり紙をし、もしくは広告を表示す

ること。 

⑵ その他管理上支障があると認められること。 

２ 市長は、前項の規定に違反した者に対し行為の中止又は競技場の外へ退去させる

ことができる。 

関係条項 

（使用の不許可） 

第９条 次の各号の一に該当するときは、市長は使用を許可しない。 

⑴ 公益に反するおそれがあると認めたとき。 

⑵ 管理上支障があると認めたとき。 

 

２ 処分基準 

「その他管理上支障があると認められること」とは、次に掲げる行為とする。 

⑴ 公の秩序を乱し、又は善良な風俗を害するおそれがある行為 

  ア 犯罪行為又は犯罪を讃え、あおり、そそのかす等の行為 

  イ 善良な風俗、清浄な風俗環境又は青少年の健全な育成を害すおそれのあるわい

せつ行為その他これに類する行為 

ウ 暴力排除の趣旨に反すると認められる行為 

 ⑵ 施設設備若しくは備品等を滅失し、又は破損するおそれがある行為 

  ア 施設の壁面、窓ガラス、床面等を傷つけるおそれのある行為 

  イ ガソリン、プロパンガス、火薬類等の引火、爆発等のおそれのある危険な物の

使用を伴う行為 

ウ 市長の許可を受けることなく、施設及び器具等にはり紙、釘打ち等をすること。 

エ 火の使用を認められていない施設で火を使用すること。 

⑶ この条例の規定に基づく市長の指示に従わない行為 



  ア 冠婚葬祭を目的とする行為 

  イ 宗教的宣伝を目的とする行為 

  ウ 音、におい、振動等により他の使用者等に著しく不快を与えるおそれのある行

為 

  エ 飲食を目的とする行為 

  オ その他市長が管理上重大な支障があると認める行為 
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賃金スライド制度運用の手引き 
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目的・趣旨 

 本市のこれまでの指定管理者制度の運用では、指定期間中の賃金水準の変動に伴う人件費の増減

については、あらかじめ事業者が変動リスクを想定した上で、施設の安定的かつ継続的な運営が可

能な経費を提案しているものとして、指定管理料に反映することはしていませんでした。 

 しかしながら、近年は、指定管理者の当初の想定を大きく上回る最低賃金や労務単価の上昇が続

いており、指定期間中の変動予測を立てることが困難な状況となっています。 

 このことを踏まえ、指定管理者の健全経営を通じた施設の適切な運営管理や、業務の適正な履行

の確保、また、公募時における民間事業者等の参入リスクの低減を目的に、賃金水準の変動に応じ

て、指定期間２年目以降の指定管理料を変更する仕組み（以下「賃金スライド制度」という。）を

導入します。 

 本手引きは、賃金スライド制度の運用にあたっての基本的な考え方や、事務手続きの流れ、内容

等について整理したものです。 

第１章 賃金スライド制度の概要 

１．基本的な考え方 

 指定期間２年目以降の指定管理料について、雇用形態別の賃金水準をはかる指標を基に変動

率を算出し、一定以上の変動が見られた場合に見直しを行います。 

 なお、指定期間初年度については、選定時に賃金水準の変動が既に見込まれているものとし

て、賃金スライドの適用の対象としません。 

 

 ２．対象施設・導入時期 

 令和９年度以降、指定期間が開始するすべての指定管理施設から順次導入します。 

 

３．対象者 

 指定管理者（複数の団体等により構成された共同事業体等の場合は、共同事業体等を構成す

る企業を含む。）から直接雇用されており、かつ、直接指定管理業務に従事する職員を対象と

します。再委託先の職員や人材派遣による職員、直接指定管理業務に従事しない職員は、対象

に含まれません。 
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 また、雇用形態を「正規職員」と「非正規職員」に分類します。 

雇用形態 定       義 

正規職員 ・月給制・日給制の職員                など 

非正規職員 ・時給制の職員                    など 

  

４．対象経費 

 労働基準法第１１条（※）に規定される賃金のうち、賃金水準の変動による影響を受けるも

のを対象とします。通勤手当その他賃金水準の変動により直接的な影響を受けないもの及び自

主事業に係る人件費は対象外とします。 

対象となる経費の例 給料・賃金、賞与、法定福利費 など 

対象とならない経費の例 通勤手当、住宅手当、健康診断費 など 

 

  ※ 労働基準法（抜粋） 

    第１１条 この法律で賃金とは、賃金、給料、手当、賞与その他名称に如何を問わず、 

労働の対償として使用者が労働者に支払うすべてのものをいう。 

 

５．賃金上昇率の算出方法 

① 採用する指標 

 雇用形態別の賃金上昇率をはかる指標は、雇用形態に応じて以下の指標を採用します。賃金

上昇率については、当該年度に適用する指標が出そろった段階で企画課行政改革推進室が算出

し、各施設所管課にお知らせします。その後、各施設所管課は「６．スライド額の算出方法」

に従ってスライド額を算出し、翌年度の指定管理料に反映します。 

雇用形態 採用する指標 

正規職員 

大分県人事委員会が公表する月例給「民間給与」及び特別給「民間の年間支給 

割合」 

※職員の給与等に関する報告及び勧告の概要に記載されています。 

非正規職員 大分労働局が公表する「大分県最低賃金」 
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② 賃金上昇率の算定式（Ｘ＋1年度の指定管理料に反映させる場合） 

正規職員 

Ｘ年度の民間の年間給与額 ÷ (Ｘ-1)年度の民間の年間給与額 × 100 － 100 

※ 年間給与額の算定式：Ｘ年度の月例給 × (12月＋Ｘ年度特別給の支給割合) 

非正規職員 

Ｘ年度の大分県最低賃金額 ÷ (Ｘ-1)年度の大分県最低賃金額 × 100 － 100 

 

６．スライド額の算出方法 

 ① 算定式（Ｘ+１年度の指定管理料に反映させる場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 正規職員と非正規職員のスライド額 

 正規職員と非正規職員では変動率が大きく異なるため、賃金上昇率、指定管理者の想定賃金上

昇率、対象経費総額は、正規職員と非正規職員それぞれで算出し、スライド額を算定します。

（詳細は、第２章を参照） 

指定管理者の想定賃金上昇率 

指定管理者が選定時に想定していた人件費（※）の上昇率 

(Ｘ+1)年度事業計画の対象経費/人（平均時給）÷X年度事業計画の対象経費/人（平均時給）  

× １００ － 100 

※指定管理者が公募手続き参加時に提出する「賃金スライド制度の対象となる人件費に関する計

画書（以下「計画書」という。）」の数値を使用します。 

賃金上昇率(％) － 変動率(％) ＝ 指定管理者の想定賃金上昇率(％) 

スライド額 
(X+1)年度事業計画の 

対象経費総額 
１％（指定管理者負担割合） × ＝ 変動率(％) － 

指定管理者負担割合（１％） 

一定の変動については、従来から指定管理者のリスク負担として整理しているため、対象経費総額

に乗じる率の 1.0％分は指定管理者が負担する。 
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③ 変動率がマイナスとなった場合の取扱い 

 変動率は、雇用形態別の賃金水準をはかる指標を基に算出しているため、社会情勢の変動

に応じてマイナスとなる場合も想定されます。変動率がマイナスとなった場合は、スライド

額もマイナスとなり、翌年度の指定管理料から減額することとします。 

 

  ④ スライド対象外範囲と指定管理者負担割合 

変動率が－１％以上、＋１％以下の場合、賃金スライドの適用対象外とします。 

また、変動率が＋１％を超える場合、指定管理者負担割合を適用します。 

変動率 社会情勢 賃金スライド 指定管理者負担割合 

1.01％以上 想定＜実勢 適用あり（増額） 適用あり 

－1％以上、+1％以下 想定≒実勢 なし 適用なし 

-1.01％以下 想定＞実勢 適用あり（減額） 適用なし 

   

   

⑤ スライド額算出に使用する事業計画の対象経費 

 スライド額の算出に使用する事業計画の対象経費総額には、計画書に記載された対象経費

総額を採用します。 

 

⑥ スライド額算出時の小数点以下の取扱い 

賃金上昇率 小数点第３位を四捨五入 

指定管理者の想定賃金上昇率 小数点第３位を四捨五入 

スライド額 １円未満の端数については切り捨て 

消費税等相当額 １円未満の端数については切り捨て 

計画書記載の「対象経費/人」の額 １円未満の端数については切り捨て 

計画書記載の「平均時給」の額 １円未満の端数については切り捨て 

指定管理者
負担割合

指定管理料 ←減額

+3％+2％+1％0％-1％-2％-3％

見直しなし 増額→

変動率

適用あり→←適用なし
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第２章 賃金スライド運用のイメージ 

１．全体イメージ 

 

【R９年度（１年目）】 

 R９年度の賃金スライドについては、選定時に賃金水準の変動が既に見込まれているものと

して、適用の対象としません。 

 

【R１０年度（２年目）】 

前年度の R９年度に、指定管理者の想定賃金上昇率（R10）と実勢の賃金上昇率（R9）を比

較し、その差が変動率となります。 

計画書のＲ１０年度の対象経費総額に、当該変動率から指定管理者負担割合の１％を差し引

いた率を乗じて得た額をスライド額として、Ｒ１０年度の指定管理料に上乗せします。 

 

【R１２年度（４年目）】 

前年度の R１１年度に算出した変動率が－1％～＋1％の間であるため、R１２年度の指定管

理料に変更はありません。 

 

【R１３年度（５年目）】 

 前年度の R１２年度に算出した変動率がマイナス（-1％を超える）となるため、Ｒ１３年度の指

定管理料を減額します。なお、指定管理者負担割合（１％）の適用はありません。 

※R１４年度は指定期間終了により賃金スライド制度の適用なし。 

増額

増額

指定管理料
指定管理料 指定管理料

指定管理料
指定管理料

減額

(

実
勢)

Ｒ
９
賃
金
上
昇
率

(

想
定)

Ｒ
10
賃
金
上
昇
率

(

実
勢)

Ｒ
10
賃
金
上
昇
率

(

想
定)

Ｒ
11
賃
金
上
昇
率

(

実
勢)

Ｒ
12
賃
金
上
昇
率

(

想
定)

Ｒ
13
賃
金
上
昇
率

(

実
勢)

Ｒ
11
賃
金
上
昇
率

(

想
定)

Ｒ
12
賃
金
上
昇
率

変
動
率

R10対象経費総額

×

（変動率－１％）

Ｒ９年度

（１年目）
Ｒ１０年度

（２年目）

Ｒ１１年度

（３年目）
Ｒ１２年度

（４年目）

Ｒ１３年度

（５年目）

変
動
率

R11対象経費総額

×

（変動率－１％）

変
動
率
（
＋
1
％
以
内
）

変動率-1％～+1％

の範囲のため

賃金スライド適用

なし

変
動
率

R13対象経費総額

×

変動率（指定管理者負

担割合適用なし）

スライド額

算出年度

スライド額

反映年度

指定期間
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２．算出例（Ｘ＋１年度の指定管理料に反映させる場合） 

（１）賃金上昇率（企画課行政改革推進室により算出） 

①正規職員 

年度 内容 数値 

Ｘ年度 

月例給 372,954円 

特別給の支給割合 4.63月 

年間給与額  ［月例給 × (12＋特別給の支給割合)］ 6,202,225.02円 

(Ｘ-1)年度 

月例給 362,534円 

特別給の支給割合 4.6月 

年間給与額  ［月例給 × (12＋特別給の支給割合)］ 6,018,064.40円 

X年度 正規職員の賃金上昇率 3.06%（A） 

②非正規職員  

年度 内容 数値 

Ｘ年度 大分県最低賃金 1,035円 

(Ｘ-1)年度 大分県最低賃金 954円 

X年度 非正規職員の賃金上昇率 8.49%（A'） 

（２）指定管理者の想定賃金上昇率（指定管理者により算出） 

①正規職員      

年度 内容 数値 

(Ｘ+1)年度 事業計画の対象経費/人 7,000,000円 

Ｘ年度 事業計画の対象経費/人 6,900,000円 

(Ｘ+1)年度 正規職員の想定賃金上昇率 1.45%（B） 

②非正規職員 

年度 内容 数値 

(Ｘ+1)年度 平均時給/人 1,250円 

Ｘ年度 平均時給/人 1,200円 

(Ｘ+1)年度 非正規職員の想定賃金上昇率 4.17%（B'） 

（３）スライド額（施設所管課により算出） 

内容 正規職員 非正規職員 

変動率 

［正規：C＝A－B］ ［非正規：C'＝A'－B'］ 
1.61%（C） 4.32%（C'） 

変動率－指定管理者負担割合 

［正規：D＝C－1％］ ［非正規：D'＝C'－1％］ 
0.61%（D） 3.32%（D'） 

（X+1）年度事業計画の対象経費総額  

［正規：E］ ［非正規：E'］ 
70,000,000円（E） 20,000,000円（E'） 

スライド額  

［正規：F＝D×E］ ［非正規：F'＝D'×E'］ 
427,000円（F） 664,000円（F'） 

スライド額合計（税抜）  

F＋F' 
1,091,000円 

スライド額合計（税込）  1,200,100円 
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第３章 賃金スライド制度運用スケジュール 

１．概算スケジュール（市） 

指定期間開始前 
募集実施時 

➢ 募集要項に賃金スライド制度に関する事項を追記

し、本手引きを配布 

選定時 ➢ 計画書を受領 

指定期間中 

９～１１月頃 

➢ 企画課行政改革推進室から各施設所管課に、当該年

度の賃金上昇率を通知 

➢ 各施設所管課は、選定時に指定管理者から提出のあ

った計画書を基に、翌年度のスライド額を算出 

➢ 書式（例）14「賃金スライドによる指定管理料人件

費の見直しにかかる通知（例）」を参考に、指定管

理者に翌年度の賃金スライド額について通知 

➢ 賃金スライド額を反映させた指定管理料を予算要求 

３月末 

➢ 賃金スライドにより指定管理料が増額された場合

は、議会終了後に、書式（例）15「適切な賃金水準

の確保に関する通知(例)」を指定管理者に通知 

４月～ 
➢ 「賃金スライド額の人件費への反映状況に関するア

ンケート」を依頼 

 

２．概算スケジュール（指定管理者） 

指定期間開始前 選定時 
➢ 賃金スライド制度の概要や賃金スライド額の算出方

法を確認したうえで、計画書を提出 

指定期間中 

１１月頃 

➢ 「賃金スライドによる指定管理料人件費の見直しに

かかる通知」を参考に、翌年度の賃上げ等を考慮し

たうえで、翌年度の事業計画を策定 

～仕様書で定

める期日 
➢ 翌年度の事業計画書を提出 

４月～ 
➢ 「賃金スライド額の人件費への反映状況に関するア

ンケート」を回答 
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第４章 その他 

１．計画書について 

 当該資料は、賃金スライド制度を適用する上で重要な資料になります。 

 指定管理者は、当該資料を作成するに当たり、社会情勢を加味したうえで、適正な計画とな

るよう十分精査してください。 

 

◆計画作成に当たり注意する点◆ 

➢ 指定管理者のこれまでの賃金支払実績、大分県人事委員会勧告の民間給与、大分県最低

賃金の推移などを参考に、想定している給与額や賃金上昇率が社会通念上妥当なものと

なっているか。 

➢ 定期昇給などの賃金上昇が毎年度の計画に見込まれているか。 

 

２．定期昇給等の賃上げを行ってこなかった指定管理者への対応について 

 これまで定期昇給等の賃上げを行ってこなかった指定管理者についても、賃金スライド制度

の対象となります。 

 本制度の目的である「指定管理者の健全経営を通じた施設の適切な運営管理」や「業務の適

正な履行の確保」を達成するには、従業員の適正な給与水準の確保は重要になります。 

これまで賃上げを行ってこなかった指定管理者であっても、増額分が指定管理業務に従事す

る労働者の賃金に適切に反映されるよう配慮をお願いします。 

 

 

 

 

 



募集要項別紙４

1 施設の特色を活かし、施設の効用を高めるための提案がされているか。 20

2
利用時間や自主事業の開催などを含め、サービスの質や量の向上のための提案
がされているか。

20

3 広報など、施設の情報発信のための提案がされているか。 10

4 利用者の苦情や要望・意見を把握し、対応する方法は適切か。 10

5 収支計画の積算が明確で、実現可能な提案がされているか。 10

6 施設の管理費用が縮減される提案となっているか。 10

7 管理運営を継続的・安定的に行う適正な経営規模を有しているか。 10

8 管理運営を継続的・安定的に行う適正な財務体質を有しているか。 10

9 類似施設を安定的に運営した実績はあるか。 10

10 業務の第三者への再委託に関する考え方は適切か。 5

11 安全管理・危機管理に関し、必要な措置を講じる提案がされているか。 10

12 個人情報の保護に関し、必要な措置を講じる提案がされているか。 5

13 情報公開に対し、必要な措置を講じる提案がされているか。 5

14
団体内における役割分担や責任体制は明確かつ適当か。セルフモニタリングに必
要な措置を講じる提案がなされているか。

10

15 業務の実施に関し、資格者を含め、適切な人員配置や勤務体制となっているか。 10

16 従事者への教育、研修体制は適切か。 5

17 事業計画の内容が平等性を確保するものとなっているか。 5

18 使用許可に係る審査基準の設定の考え方は適切か。 5

19 利事業計画の内容が公共性を確保するものとなっているか。 5

20 利用料金の設定、減免・還付基準の設定の考え方は適切か。 5

21 地元雇用等により、地域の活性化が期待できるか。 5

22 団体として、障がい者の雇用に関する取組実績や計画があるか。 5

23 団体として、ごみの分別や再生品の利用など環境への配慮があるか。 5

24
労働基準法、最低賃金法、男女雇用機会均等法ほか関係法令等を遵守した提案
がされているか。

5

200

５．前回の指
定管理業務
の実績評価に
基づく加点

10
又は
20

モニタリング総合評価結果に基づく加点

６．市内団体
の優遇措置

1～10

・市内団体（１者もしくは市内団体のみで構成する共同事業体等）が申請した場合
はあらかじめ当該団体に小計の100分の5を加点する。
・市内団体と市外団体が構成する共同事業体等が申請した場合は、小計の100分
の5を市内団体の構成割合で按分した点数をあらかじめ当該共同事業体等に加点
する。

1.
施設の
効用の
最大限の
発揮

計

物的
能力

3.
平等な
利用の
確保

20

公共性

4.
その他

20
社会的
責任等

2.
安定した
管理能力

80

人的
能力

平等性

80

効用
発揮

効率的
運営

条例に規定
する要件

配点
基準

審査の
視点

大分市営陸上競技場及び津留運動公園有料公園施設

指定管理予定者の選定基準

採点
結果

選定項目 配点


